
 

 課題 

急増する小規模Ｍ＆Ａへの対策が必要 
●小規模事業者が大多数を占める地方におい
ては、Ｍ＆Ａ着手に係る費用負担が重荷となり
Ｍ＆Ａが進みにくい。 
●地方では小規模事業者のM＆A促進の担い
手として期待される経験を持った士業が不足し
ている。 
 
 

全国の経営者の在任期間とその承継事由 
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全国の中小企業経営者年齢の分布（２０１５年） 
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全国の経営者の年齢別に見た事業承継の準備状況 

２０２０年頃から団塊世代の経営者
の大量引退期にさしかかる。 

地方の経営者の平均年齢は全国
平均より高いため、前倒しでの対
策が急務 

(資料)中小企業庁委託「中小企業の成長と投資行動に関するアンケート調査」(2015年12月、株式会社帝国データバンク)、 
(株)帝国データバンク「COSMOS1企業単独財務ファイル」、「COSMOS2企業概要ファイル」再編加工 

  約56万社 
 
 

約1万社 

約３２５万社 

１ 小規模事業者のＭ＆Ａの促進に向けた士業
（税理士など）の育成強化 
・現在、国において実施している士業向け研修につい 
 て、ＯＪＴ研修等、より実践的なメニューの追加や、小 
 規模事業者に士業活用を促す制度の創設を提言しま 
 す。 
例）士業を育成する全国的な研修の開催（修了証書の 
     発行など） 
   ・座学とＯＪＴによる地域の実情に応じたオーダー 
    メイ ド研修（仮称）を開催 
   ・当該研修の修了証書を事務所へ掲示するなどし、 
    事業者の利用を促進 

 

 

事業引継ぎ支援センターの体制強化
が必要 
●経営者の高齢化の進展等により、今後、増
加が見込まれる事業承継ニーズに対応するた
めには、事業引継ぎ支援センターの体制強化
が必要。 
 
 
 
 
 
 

 

   
 
    高知県 小規模事業者の事業承継を円滑に進める支援策の充実  

 事業引継ぎ支援センターの体制強化 
・相談案件の増加に対して、これまで同様きめ細やかな対 
 応が維持できるよう、事業引継ぎ支援センターの体制強 
 化を提言します。 

 

政策提言 

(出典)中小企業庁委託「中小企業における事業承継に関するアンケート・ヒアリング調査(2016年2月、(株)帝国データバンク）（再編加工） 

(出典)経済センサス（2014）（再編加工） 

６６歳前後が経営者年齢
のボリュームゾーン 

小規模事業者のＭ＆Ａに対する支援策 
 ●Ｍ＆Ａ着手に対する補助など支援制度の創設 
 ●小規模事業者のＭ＆Ａの促進に向けた士業（税理 
 士など）の育成強化 

現在、国において実施している士業向け研修につい
て、ＯＪＴ研修等、より実践的なメニューの追加や、小規
模事業者に士業活用を促す制度の創設を提言します。 
 例）士業を育成する全国的な研修の開催（修了証書 
  の発行など） 
 ・座学とＯＪＴによる地域の実情に応じたオーダー 
 メイド研修（仮称）を開催 
 ・当該研修の修了証書を事務所へ掲示するなどし、 
 事業者の利用を促進 
 
 
 

高齢の経営者の約半数は事業承継への対策
が十分でなく、早期着手を促す必要がある 

高まる小規模Ｍ＆Ａのニーズ 

経営者の高齢化の進展と事業承継に対する意識 

大規模企業０．２％ 

中規模企業１４．７％ 

小規模企業８５．１％ 

我が国の企業の規模の割合とＭ＆Ａの担い手の状況 

民間の担い手存在 
 ・メガバンク 
 ・証券会社 
 ・Ｍ＆Ａ専門会社 
 ・地域金融機関等 

 

民間のＭ＆Ａ 
担い手不足 

都 道 府 県 別 の 経 営 者  
平 均 年 齢 （ 上 位 ５ 位 ）  

１ 位  岩 手 県  ６ １ ． ４ 歳   
２ 位  秋 田 県  ６ １ ． １ 歳   
３ 位  島 根 県  ６ ０ ． ８ 歳  
４ 位  青 森 県  ６ ０ ． ８ 歳   
５ 位  高 知 県  ６ ０ ． ７ 歳  

 

※全国の経営者平均年齢 ５９．３歳 
(資料)全国社長分析（2017年１月、株式会社帝国データバンク） 
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(出典)中小企業庁委託「中小企業の資金調達に関する調査」 
(2015年12月、みずほ総合研究所(株)（再編加工） 

（Ｍ＆Ａ等） 

約４倍 

社外の第三者承継（Ｍ＆Ａ
等）の割合が急激に増加 


